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２０２５年度の概要 

 

ＮＨＫ財団は、合併から３年目を迎えて組織の一体感をより高めながら、Ｎ

ＨＫグループの社会貢献事業推進の中核としての取り組みを深化させるととも

に、持続可能な経営基盤の構築を進めました。 

 放送開始１００年の節目となった２０２５年は、ＮＨＫの必須業務にインタ

ーネットを通じた番組配信等が加わるという“歴史的な転換点”にもなりまし

た。ネットを含む情報空間では、偽・誤情報の流通等の深刻な課題が指摘され

ています。こうした中で、ＮＨＫグループの一員として、「情報空間の健全性」

と「情報リテラシーの向上」に資する貢献を最も重要な役割と位置づけ、「情報

リテラシープロジェクト」を通じた事業や第３回『インフォメーション・ヘル

スＡＷＡＲＤ』、ＮＨＫと民間放送の若手を対象とする『放送人基礎研修』等の

事業を推進しました。そして、文化・地域・福祉・教育・防災・国際・ユニバ

ーサルサービス、人材育成等の分野で広報・広聴、国際、技術、研修と、これ

らと横断的に連携する社会貢献の各事業本部が専門性を生かしながら、新たな

公募事業への挑戦も含めて多様な事業を展開しました。「財団のカタログ」と位

置づけたＷＥＢサイト『ステラｎｅｔ』では、社会貢献の取り組みを積極的に

発信しました。 

２０２５年度は“挑戦と改革”を掲げる『ＮＨＫ財団 経営計画２０２４～

２０２６年度』で「統合・第２フェーズ」と位置づけた２年目でした。合併後

に残された諸課題への対応や、ＮＨＫの受信料値下げに伴う大幅な事業支出の

見直し、物価・人件費の上昇等、厳しさを増す経営環境に一丸となって対応し

ました。財団にふさわしい新事業の開拓や展開と、持続可能な経営基盤の強化

を図り、公益目的支出計画を除く収支相償をめざしました。毎月の収支状況を

より詳細に把握し、主要な業務・事業について適宜、状況を確認すること等に

より、課題を早期に把握し是正に努めました。内閣府の認可を受けた公益目的

支出計画についても、進捗状況を毎月確認しながら、『新・介護百人一首』をは

じめとする各事業を着実に実行しました。 

このように組織をあげて収入確保に注力し、物件費等の抑制に努めた結果、

２０２５年度決算の正味財産増減額は、正味財産を計画的に充てる公益目的支

出を含めて、事業計画では１億９７００万円の減としていましたが、７５００

万円の増となりました。 

 メディア業界全体で信頼向上が大きな課題になる中、財団の「倫理・行動憲

章」を改定して周知・順守するとともに、コンプライアンスとリスク管理の一

段の徹底を図りました。テーマごとの勉強会等によって、ハラスメント防止や

２０２６年から施行された取適法等の順守に向けた取り組みを強化し、情報セ
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キュリティについても訓練やシステムの安全性強化等を通じて向上に努めまし

た。また子法人の公益財団法人ＮＨＫ交響楽団に対しても、各種勉強会への参

加等リスク管理やガバナンスの向上のための支援を行いました。さらに、すべ

ての組織の業務プロセスごとのリスクの見える化と統制活動を徹底したほか、

各部署が内部監査で指摘された事項を、組織全体で共有して点検・改善を進め

るなど、リスクの未然防止に取り組み、持続可能な経営基盤の構築に努めまし

た。 
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重点施策と行動計画 

１．公共メディアＮＨＫグループの財団として、情報社会の変化に向

き合う事業を進めます 
 

（「情報空間の健全性」「情報リテラシーの向上」への貢献） 

○「情報空間の健全性」への貢献を目的に、第３回『インフォメーション・ヘルス

ＡＷＡＲＤ』を実施し、応募勧奨のための啓発活動と、第１回、第２回の受賞

作品の社会実装支援に取り組みました。高等学校向け出前授業３件、大学向け

出前授業２件、法人向けセミナー１件、教育関係展示会出展１件を実施し、全

国１９の都道府県から、１０代から６０代にわたる幅広い年齢層のアイデア２

４６件が寄せられました。外部有識者による選考委員会により選出された受賞

作品を公式サイト上で公開し、広くアイデアを周知・広報しました。本事業は、

協賛３社、後援５団体の協力のもと実施しました。表彰式と合わせて実施した

シンポジウムでは、社会実装の取り組みの報告とともに、『インフォメーショ

ン・ヘルスアワードを教育の現場で活用する～情報的健康を育む教育と社会の

接点』をテーマに、地方自治体や企業、研究機関で「情報的健康」を実践する

メンバーに加えて、高校の情報科教諭や受賞者によるパネルディスカッション

を行い、第４回に繋がる取り組みとなりました。 

 

○財団独自のＷＥＢサイト『ステラｎｅｔ』では、『インフォメーション・ヘルス

ＡＷＡＲＤ』や『メディア・リテラシーかるた』についての記事を１８本掲載

し情報空間の健全性に関する情報発信を積極的に行いました。 

 

○情報を読み解く力、情報を発信する力を学ぶ受託業務『つながる！ＮＨＫメディ

ア・リテラシー教室』を、全国の小学生を対象に１０回実施し、小学校４３校、

延べ２０３７人に参加をしていただきました。「情報の受け取り方、伝え方、そ

れぞれの立場を全国の小学生と共に学べる貴重な機会だった」と、児童、先生

からも大変好評でした。 

 

〇楽しみながらメディア・リテラシーを学ぶ教材として開発した『メディア・リテ

ラシーかるた』の無料頒布を２０２３年度から継続して行い、これまでに累計

１６００部の頒布をしました。福岡県大牟田市立三池カルタ・歴史資料館の企

画展での展示や、大学生が企画した子どもたちとのかるた大会への協力も行い

ました。シニア向けの展開も視野に入れ、関連施設を訪問して意見交換を行う

など、今後の新たな展開の可能性を探りました。 
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〇ＮＨＫ放送博物館の『放送１００年 信頼の情報を伝える知恵と技術』の展示の

中で、災害時のインターネット上の偽・誤情報に対するＮＨＫの取り組みにつ

いてパネルと動画で伝えました。能登半島地震での偽・誤情報をニュース等で

具体的に示した事例や、偽情報かどうかを職員が検討する訓練の模様を紹介し、

情報空間の健全性へのＮＨＫの関わりについて伝えました。 

 

○ＮＨＫ職員やＮＨＫグループ社員向けの研修では、公共メディアとしての使命・

役割に理解と認識を深める観点から、確かで信頼できる情報を扱う基礎的なス

キル、高度な専門分野の調査報道、ＡＩとの向き合い方、最新のデジタル技術

の活用等、情報空間をめぐる多様な課題に対応するカリキュラムの充実・強化

を図りました。ＮＨＫで培ったノウハウの社会還元として、一般社団法人日本

民間放送連盟とＮＨＫから委託を受け、主に若年層を対象に実施した『放送人

基礎研修』では、放送が正確な情報を提供し視聴者の信頼・共感を得ていくこ

との重要性などを伝え、情報社会の急激な変化に的確に対応する人材の育成に

貢献しました。 

 

〇放送システムで扱われる映像情報に、コンテンツの作成・編集履歴および発信主

体を来歴情報として付与・保持し、その真正性と信頼性を検証可能とする国際

的技術標準であるＣ２ＰＡの実装について、メーカーと連携し検討を行いまし

た。 

 
（情報アクセシビリティへの寄与） 

〇年末に開催されたＮＨＫ交響楽団「第９」演奏会を対象にした解説音声を制

作・配信するシステムの研究開発に参画し，視覚障害者を含む視聴者に配信す

る実験を行いました。 

 

〇聴覚障害者向けに口話リハビリ支援ツールの研究開発に着手しました。ＮＨＫ

放送技術研究所、医師、言語聴覚士等と共同で必要な機能を整理し、支援ツー

ルの初期モデルを試作しました。 

 

〇ＡＩ技術を活用した音声認識・音声合成では、新たな応用展開に向けて開発を

進めました。音声認識については、新しい音声認識ＡＩを用いた多言語対応字

起こしシステムを開発して、ＮＨＫの本部・拠点局に導入しました。音声合成

ではアクセント記号等の知識がなくても適切にアクセントや読みの修正が可能

となるウェブアプリの開発を進めました。 
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２．統合のシナジー効果創出により、より一体感をもって財団ならで

はの社会貢献事業を推進します 
 

（各事業本部の専門性を生かした連携） 

○新規事業として、デジタル庁ニュースの動画制作を請け負い、４５本の動画を制

作しました。コンテンツ制作に、技術事業本部のＡＩ音声合成技術を活用し、

公的事業のＤＸ化に貢献しました。 

 

○８Ｋ高精細映像技術やＡＩ音声合成技術を組み合わせて開発した「デジタル・ミ

ュージアム事業」では、宇都宮美術館で開催した企画展示会において作品とバ

ーチャル展示を併設するハイブリット展示にも挑戦し、相互鑑賞を通した入館

者の満足度向上を確認しました。 

 

○長期休館中の出光美術館の展示室をＣＧで再現したデジタル・ミュージアムでは、

作品の展示替えにも対応し、いつでもどこでも鑑賞できる機会の充実に取り組

みました。 

 

○デジタル・ミュージアムを活用した新規事業開発として、外部企業と連携し、超

大画面モニターを使用したデジタル・ミュージアムの可能性を探る体験イベン

トとそのトライアル配信を企画実施し、財団事業の周知・広報を図りました。 

 

○『ステラｎｅｔ』は年間４０００万ＰＶを超える安定したアクセス数により、財

団が実施する社会貢献事業の周知と認知の拡大、問い合わせやＮＨＫや財団の

サービスのサイトへの誘導などの行動喚起において着実な成果を上げました。

「財団のカタログ」の役割を前面に出す形での改革案をまとめ２０２６年度か

ら実施することを決めました。 

 

〇 独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）と連携して海外の放送局支援のプロジ

ェクトを積極的に推進しました。 

・ウクライナ公共放送プロジェクトでは、戦時下で映像保存の課題を抱える同局

に対し、ＮＨＫのアーカイブス化で得た保管技術を伝え、貴重な映像遺産の適

切な保存と活用に貢献しました。国際的な支援の輪を広げたこの取り組みは非

常に高く評価されました。 

・南スーダン公共放送プロジェクトでは、国内での研修実施が難しかったことか

ら、選挙・緊急報道対応、スタジオ番組制作、機材整備を主要テーマに、ルワ

ンダやウガンダなど周辺国や日本国内で研修を実施しました。現地放送局の技
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術力および番組制作能力の向上を実現し、プロジェクトは計画通りに完了しま

した。 

・コソボ公共放送プロジェクトでは、新たにペヤ支局が無事開設され、ドキュメ

ンタリー番組等の制作に関する研修を実施しました。番組ディレクターの１人

が「日本賞」企画部門においてファイナリストに選出されました。 

 

〇国際協力機構（ＪＩＣＡ）による技術支援プロジェクトの研修で途上国から来

日した研修生に対して、国際事業本部が広報・広聴事業本部と連携して、ＮＨ

Ｋ放送博物館やＮＨＫホールを見学する機会を設けたほか、技術事業本部が開

発・運用する音声自動翻訳ツールを活用して会議や意見交換の議事録作成を効

率化するなど、財団の専門性の連携で研修運営全体の質と実効性を高めること

ができました。 

 

〇２０２４年１２月から開始したＡＩ音声合成技術を活用した『新・介護百人一

首』の読み上げサービスを本格実施し、入選短歌を公式サイトで順次公開する

とともに、『ＮＨＫ技研公開２０２５』で展示し、多くの来場者の関心を集めま

した。 

 

○研修事業本部とことばコミュニケーションセンターが連携して、放送界を志す

若い人たち向けに『アナウンサー基礎』や『就活面接対策』等の研修を１９講

座開催し、のべ９１人が受講しました。 

 

○２０２６年に創設１００年を迎えるＮＨＫ交響楽団についてのＮＨＫ放送博物

館での記念企画展示の準備を進めました。 

 

（ＮＨＫグループの団体等との共創・協業による「挑戦」） 

○介護する方・される方が暮らしの中で感じる思いを短歌に詠み応募してもらう

『新・介護百人一首』は、新たに在宅介護の方々に向けて地域包括支援センタ

ーへ周知を実施したほか、入選者のつどいやパネル展示等、事業の価値を高め

るイベントを社会福祉法人ＮＨＫ厚生文化事業団や学校法人ＮＨＫ学園とも連

携しながら展開しました。 

 

〇株式会社ＮＨＫエンタープライズをはじめとするＮＨＫグループの団体と連携

し、東京大学と韓国・崔鍾賢学術院が主催する国際会議における海外招聘ゲス

トの受け入れ業務に初めて取り組み、高い評価を得ました。 
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〇財団が保有するスキルやノウハウを生かして、ＮＨＫの技術関連のイベントや

展示を支援しました。『ＮＨＫ技研公開２０２５』では、株式会社ＮＨＫプロモ

ーションと連携して運営業務を担当、運営とともに展示技術の説明補助やファ

ミリーイベントの提案・運営等を行いました。『ＩｎｔｅｒＢＥＥ』（１１月）

では、「１００年、その先へ メディアの新しいカタチ」をコンセプトにした

『ＮＨＫ／ＪＥＩＴＡ（一般社団法人電子情報技術産業協会）ブース』の運

営・事務局業務を担当しました。 

 

〇２０２３年度から継続している建築関連企業との共同研究では、契約期間を延

長して３次元物体計測に関わる研究開発をさらに進めました。 

 

○ＮＨＫからの受託事業である『防災ワークショップ』のノウハウを生かして、

公益財団法人日本動物愛護協会の主催事業としてワークショップ『災害からペ

ットを守る』を、５月に札幌市、８月に福岡市、２月愛知県安城市で開催し、

大規模災害時にペットの飼育環境をどう維持するかなど、日頃の備えについて

考える防災の取り組みとして好評を得ました。広報プロモーション業務で培っ

た専門性を生かして、効果的にＷＥＢ広告で周知を行い、より多くの方に参加

していただきました。 

 

○一般財団法人放送番組国際交流センター（ＪＡＭＣＯ）に協力して、途上国へ

の番組無償提供の実態と課題に関するオンライン国際シンポジウムを実施しま

した。 

 

 

３．専門性を発揮して、ＮＨＫグループの公共的価値の向上に寄与しま

す 
 

（ＮＨＫグループの価値向上、番組コンテンツを活用した地域支援） 

○大河ドラマ『べらぼう』のデジタル広報業務において、オフショットやメイキン

グ動画、ドラマ関連資料の投稿等、多様な内容によるＳＮＳ発信を実施しました。

その結果、ＮＨＫプラスの平均視聴数（第１回～３６回）で３８．６万ＵＢを記

録し、歴代の大河ドラマで最多の視聴数に貢献しました。 

 

○視聴者の多様な関心に応える即時性の高い情報発信として、Ｘ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）

での広告展開を実施しました。『ミラノ・コルティナオリンピック』では１４日

間にわたり競技結果を伝えました。『ＮＨＫ紅白歌合戦』では随時発表される出
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演者や企画情報について計１３件の投稿を発信し、ＮＨＫ ＯＮＥで、１０月のサ

ービス開始以来最多となる７４９万回の紅白歌合戦の再生に寄与しました。 

 

○必要な情報を的確に提供するＮＨＫ ＯＮＥのＷＥＢサービスへの理解と利用を促

進するための広告展開を行いました。 

・２月の「衆議院選挙」に際して、投票行動の参考となる情報提供を目的に、ＮＨ

Ｋ特設サイトを案内しました。 

・障害のある方をはじめ多様な視聴者が必要な情報に円滑にアクセスできるよう、

情報を集約して提供する『ＮＨＫ ＯＮＥ ハートネット』ホームページの告知を

行い、幅広い利用促進を図りました。 

 

〇大河ドラマや連続テレビ小説等のコンテンツを、ゆかりの自治体や公共性の高い

団体の要請に応えて印刷物を作成したほか、新たに二次展開として「あんぱん」

の展示イベントを高知県内各所で開催し、地域支援につなげました。また「べら

ぼう」のゆかりの地である静岡県牧之原市や福島県白河市で大型の展示イベント

を開催したほか、牧之原市では「田沼意次ＶＳ松平定信～その真実は？」と題す

る両市の学芸員らによるトークショーの開催等を契機として文化交流や協力連携

に貢献しました。 

 

〇月刊誌『ＮＨＫラジオ深夜便』は、戦後８０年の節目に、これまで放送された戦

争と平和に関するさまざまなインタビューを、５号連続で特集しました。そのほ

か、暮らし、健康、介護、文化、教養等幅広いテーマを取り上げて、年１２号

（計１３２万３６５０部）編集・発行しました。 

 

〇地域の支援につなげる文化事業の一環として、連続テレビ小説『あんぱん』と連

携しながら、全国８会場で開催を予定している『やなせたかし展 人生はよろこば

せごっこ』を４会場（熊本、京都、鹿児島、山口）で開催しました。４会場の総

来場数は１９万人を超え、各開催館の来館者数の増加にも貢献しました。 

 

（国際発信の充実、ユニバーサルサービスへの貢献） 

〇「ＮＨＫワールドＪＡＰＡＮ」で放送する国内放送番組の英語版や国際コンクー

ル版等を１０８本制作し、ＮＨＫの国際放送局や展開センターと連携を密にして、

効果的に質の高い国際発信の強化に寄与しました。また、ネットコンテンツの多

言語制作において、６つの言語（中国語＜繁体字＞、タイ語、ポルトガル語、ス

ペイン語、ヒンディー語、ベトナム語）に対応できるよう体制を強化し、１２０

本制作しました。 
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○海外５か国（アメリカ、ドイツ、カンボジア、ボリビア、イギリス）・７都市（シ

アトル、オースティン、デュッセルドルフ、ベルリン、プノンペン、ラパス、ロ

ンドン）で「ＮＨＫワールドＪＡＰＡＮ」の番組上映会を実施するなど、国際放

送の認知度向上と国際発信の強化を支援しました。 

 

〇ＮＨＫが主催する教育コンテンツの国際コンクール『日本賞』の運営業務をＮＨ

Ｋ事務局との円滑なコミュニケーションを図りながら遂行し、ＪＩＣＡプロジェ

クトで財団が支援する公共放送局からの応募も含め、３７３本の応募につなげま

した。国際事業本部が広報・広聴事業本部と連携して実施した、受賞作を上映す

る『日本賞』映像祭では、海外の放送機関の職員が日本で受けるＪＩＣＡ研修の

時期をあわせることで参加できるようにするなど、より効果的に実施し取り組み

の価値向上に寄与しました。 

 

○『ＮＨＫやさしいことばニュース』の制作では、職員と専門委員あわせて８人が、

ニュースを在留外国人等にもわかりやすいことばに書き換える作業で協力しまし

た。また、『ミラノ・コルティナオリンピック（パラリンピック）』の開閉会式や

ハイライト放送の副音声で、視覚障害者向けにテレビの映像を音声で分かりやす

く説明する解説放送を担当し、ユニバーサルサービスの充実に貢献しました。 

 

○大学の留学生や日本で暮らす在留外国人等を対象にした防災セミナー、夜間中学

校での出前授業や大使館でのイベント等を１８回実施しました。２０２５年度は、

地震・津波に加え、それぞれの開催地域の特性を踏まえて、水害や雪害などもテ

ーマに取り入れることで、より実践的な内容にしました。「ＮＨＫワールド  

ＪＡＰＡＮ」の普及を通じて、災害発生時に命や暮らしを守るための正確な情報

を適切に入手できるよう支援しました。参加者からは「後日発生した地震の際に

も、あわてずに行動ができた」「日本での生活に役立つ具体的な知識が得られ

た」などの高い評価が寄せられました。 

 

（放送技術の活用） 

○「実用化委託研究業務」では、１３のテーマに沿って研究開発を進め、その成果

として、電気・電子・情報・通信分野における世界最大の技術者組織ＩＥＥＥや

一般社団法人映像情報メディア学会等の国内外の学会や講演会、展示会で５０件

以上（連名を含む）の投稿や発表を行いました。 

 

○「特許関連業務」では、ＮＨＫが保有する特許等の権利維持や、実施許諾および

技術援助に関する受付や契約、実施料の収納・分配等を行いました。鳥取県や静
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岡県、東京都等でオンライン或いは現地開催した知的財産マッチング会への参加、

「活用してみませんか？ＮＨＫの技術」と題して出展した『コンテンツ東京２０

２５』（７月）や『ＣＥＡＴＥＣ２０２５』（１０月）での実機展示等を通して、

ＮＨＫの保有する技術とその活用までの手順を紹介しました。 

 

〇「受信環境調査業務」では、外部企業から高度な専門性を有する人材を迎え、受

託業務の契約形態の変更にも適切に対応し、受信状況調査・受信実態調査・受信

機性能調査の３つの調査業務を計画通り着実に実施しました。 

 

〇ＡＩ技術を活用した音声認識・合成技術では、新たな応用展開に向けてさまざま

な開発を進めました。 

・ＡＩ字起こしシステムの技術を活用して、聴覚障害者向けの講演字幕表示システ

ムを開発しました。 

・ＡＩ音声制作システムをクラウド上に構築し，衆議院選挙の政見経歴放送の制作

に活用しました。 

・テレビ気象情報の自動生成システムを開発し、３月に新潟放送局で試験運用しま

した。 

・ＮＨＫの新たな情報棟の設備に、ＡＩ字起こしのための音声認識技術、ナレーシ

ョン等に用いるＡＩ音声合成技術、映像素材の検索に使用するＡＩ人物認識技術

を開発して導入しました。 

 

○報道現場の要望をもとに，ＡＩ技術を利用してより確実で精度の高いニュースタ

イトルが制作できるタイトル作成支援システムを開発しました。 
 

（研修スキルの社会還元） 

○企業や自治体、教育現場等で、広報やＰＲ活動に動画を活用したいと考えている

方々を対象に、動画制作ノウハウの実習を交えて学ぶ『プロから学ぶ動画制作セ

ミナー』を２回実施し、ＮＨＫグループが長年にわたって培ってきた撮影や編集

のスキルの社会還元に努めました。 

 

（放送１００年を踏まえた展開強化） 

〇ＮＨＫ放送博物館では、放送１００年について１年間にわたり多様なテーマでの

企画展示を実施しました。災害放送をテーマに「信頼の情報を伝える知恵と技

術」、「戦時下の放送と子どもたち」、「音楽・野球・相撲放送ことはじめ」、機材

に焦点をあてた「歴代の取材カメラ」「１００年前のラジオ」の展示や、１００

年前の「鉱石ラジオ」と同じ仕組みで動くラジオを来館者が組み立てて放送を聴
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く体験企画も行いました。また、テレビ開発の初期に登場する「イ」文字実験装

置の技研公開での実動展示や、収蔵資料をＮＨＫ各局や外部イベント等でも展示

して、放送の歴史・文化を多角的に伝えました。年間の入館者は１１万３０００

人余りとコロナ禍以降で最も多くなりました。 

 

〇ＮＨＫホールでも、『ＮＨＫバレエの饗宴 ２０２５～真夏の夢舞台～』『ＭＵＳＩ

Ｃ ＧＩＦＴ２０２５～あなたに贈ろう 希望の歌～』の生放送、ＮＨＫ音楽祭

２０２５のスペシャル企画、「つなぐ、つながる、大みそか」といったテーマを

かかげたＮＨＫ紅白歌合戦など、放送１００年のさまざまな企画が実施されまし

た。ＮＨＫ交響楽団の定期公演を中心にホールカフェを再開するなど、お客様サ

ービスの向上にも努め、入場者は５９万８０００人となり、視聴者のみなさまと

のリアルな接点、放送メディア文化や芸術等を発信する拠点としての役割を担い

ました。 

 

（視聴者対応の強化） 

〇１０月のＮＨＫのインターネット配信の必須業務化に対して電話やメールで寄せ

られた視聴者のみなさまの意見や問い合わせを適切に担当部局に伝え、改善等に

つなげました。国政選挙や東京都議選、ＮＨＫ紅白歌合戦などでは受付時間を拡

大して対応しました。１１月の視聴者対応の新システムの導入にあたってはスタ

ッフ全員に丁寧に研修を行い、スムーズに移行することができました。また視聴

者のみなさまからの声を受け、災害時のニュースを伝えるマルチ画面の表示の映

像や文字の配置を工夫し、より見やすくするなど、具体的な改善が行われました。 

 

〇ＮＨＫ放送センター・ハートプラザでは投書や来訪客対応および見学業務を実施

し、ＮＨＫ ＯＮＥの登録サポートの１次対応窓口も担いました。また、新規契約

企業等への見学案内を行い受信料収納につながる取り組みを進めました。 

 

〇ＮＨＫふれあいセンター（放送）札幌分室では、首都直下地震等首都圏での大規

模災害を想定した視聴者対応業務のＢＣＰ訓練を３月に実施し、関係するＮＨ

Ｋ視聴者局、札幌放送局、ＮＨＫ営業サービス北海道支社との連携を深め、い

ざという時に備える態勢を整備しました。 
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４．公益目的支出計画を着実に実施し、社会に貢献します 
 

（社会奉仕業務） 

〇５年目を迎えた『新・介護百人一首』は、作品集制作や『ステラｎｅｔ』でのＡ

Ｉ音声合成による作品紹介、「入選者のつどい」「パネル展」等のイベントを行っ

たほか、在宅介護の方向けに包括支援センターへ周知を新たに行うなどの展開を

図りました。 

 

〇月刊誌『ＮＨＫラジオ深夜便』を全国約１７００か所の高齢者福祉施設へ寄贈し

たほか、社会福祉法人日本点字図書館や『ＮＨＫ杯全国中学校放送コンテスト』

『ＮＨＫ杯全国高校放送コンテスト』『放送教育研究会全国大会』『放送教育研究

会地方大会』への助成等を継続して実施しました。 

 

○「放送教育・ＩＣＴ教育のあり方に関する調査・研究」として、「１人１台端末時

代の放送教育」研究プロジェクトの運営を行いました。教材として開発した『メ

ディア・リテラシーかるた』を、全国の教育機関、企業、自治体や家庭からの要

望に応えて、２０２５年度は４０３部頒布しました。 

 

（国際版番組ライブラリー自主整備事業） 

○日本への理解を促進するために海外提供する国際版を１５本制作しました。シリ

ーズ番組『日本の世界遺産』の新作３本は、ライブラリーからの展開により、

「ＮＨＫワールドＪＡＰＡＮ」で放送・発信されました。 

 

（研究開発事業） 

〇財団独自の取り組みとしてＡＩ技術を活用した音声認識による講演字幕システム

の開発や音声合成のウェブアプリ化、８Ｋで撮影したコンサートや演劇の映像を、

ユーザーが自分の好みの視点で視聴できるブラウザベースのインタラクティブな

配信システムの開発、手話ＣＧの医療応用に向けた検討等の研究開発を推進しま

した。 

 

（放送界の人材育成事業） 

○放送界の人材育成事業では、民間放送局を対象とした研修・セミナー、ケーブル

テレビ局向け研修・セミナー、制作プロダクション向け研修、アナウンサーやジ

ャーナリスト志望者等放送界を志す若い人たち向け研修の４つの事業を展開し、

放送界の人材育成と放送文化の向上に寄与しました。 

・民間放送局向け研修の一つ、『放送人基礎研修』には、民放から、２００３年の
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開始以来最も多い２７７人が参加し、ＮＨＫグループも合わせた全体の参加者は

３０９人と、初めて３００人を超えました。また、日本民間放送連盟から依頼を

受けた『テレビ技術研修会』をオンラインで実施しました。 

・一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟と連携した『ＮＨＫケーブルテレビ総合セ

ミナー』を１０の支部を対象に実施したほか、『ケーブルテレビの緊急災害放

送』や番組制作について学ぶ『一人５役』等の研修を実施しました。 

・制作プロダクション向け研修としては、一般社団法人全国放送派遣協会から依頼

を受けて『ＴＶ番組演出コース』『ＴＶ制作コース（技術）』をそれぞれ開催し

ました。 

 

（ことばセミナー・講座等事業） 

○教育機関や企業で働く人たちを対象にした話し方セミナーや、視覚障害者のため

に活動する朗読・音訳ボランティアを養成する講座を２４回開催し、情報を正確

にわかりやすく伝えるコミュニケーション技術の普及を図りました。 

 

（特定寄附） 

〇ＮＨＫ交響楽団に計画通り５，０００万円の寄附を行いました。 

 

 

５．コンプライアンス徹底とガバナンス向上に努め、持続可能な経営基

盤を強化します 
 

（コンプライアンス徹底・ガバナンス向上） 

〇ＮＨＫ財団「倫理・行動憲章」について、高い倫理観を持ってコンプライアンス

を徹底することや、一人ひとりの健康を最優先とする視点から見直しを行い、２

０２５年４月１日付で改正しました。また「コンプライアンス推進強化月間」に

おいて全職員を対象に「倫理・行動憲章」の確認・アンケートを行い、人権・人

格の尊重などの徹底を図りました。 

 

○内部監査の国際基準が新しい基準に変更になったことに伴い、理事会での審議を

経て理事長が決定した改正「内部監査規程」に基づき、２０２５年度の内部監査

は実施されました。内部監査での指摘事項は、役員会、リスクマネジメント委員

会、総務担当管理職会議等で共有し、全社的な注意喚起を行いました。また、多

くの組織で共通してリスクとなり得る指摘事項をリスト化した「職場リスクの自

主点検のために２０２５」を用いて、全ての組織で点検と必要な改善を実施しま

した。 
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〇業務プロセスに潜むリスクを見える化した「リスクチャート図・リスクコントロ

ールマトリクス」を新たに６月までに作成しました。これらをもとに作成した

「統制活動一覧表」を用いて、１０月には全組織においてリスク・統制活動の再

点検を行いました。２０２５年度の総括は２０２６年４月に行い、ＰＤＣＡサイ

クルを回していきます。 

 

〇１０・１１月を「コンプライアンス推進強化月間」とし、集中的な取り組みを行

いました。「倫理・行動憲章」の確認・アンケートのほか、情報セキュリティや

「取適法（改正下請法）」への対応等をテーマにした勉強会、それにＮＨＫグル

ープとして取り組むリスクマネジメントの活動等を実施しました。 

 

〇ＮＨＫグループで起きた不正事案を受けて、財団での再点検を実施しました。こ

の対応を一過性のものにとどめず、継続的な点検・改善につなげ、職員・スタッ

フ等の適切なリスク統制意識の醸成につなげていく方法を検討し、実行に移しま

した。 

 

○財団の情報システムを点検・整理し、高いセキュリティを確保した運用を徹底し

ました。共有ファイルサーバー上に保有するデータを整理し、ＢｏｘやＴｅａｍ

ｓへのデータ移行を完了するとともにアクセス権限の棚卸を行いました。増大す

るセキュリティリスクへの対策として、標的型攻撃メール訓練を３回、情報セキ

ュリティ勉強会を２回、実施しました。また不審メールに関する情報共有や最新

の事例に基づく丁寧な注意喚起を行い、財団内のＩＴリテラシー向上に努めまし

た。「役員会運営規程」を改正し、情報システムの導入・変更の場合に加え、廃

止についても役員会の審議事項とすることで、ＩＴガバナンスの向上を図りまし

た。 

 

〇子法人のＮＨＫ交響楽団に、各種リスクマネジメント勉強会や情報セキュリティ

訓練に参加してもらうなど、ガバナンス強化の取り組みを支援しました。 

 

（持続可能な経営基盤の強化）  

〇月次ベースで収支状況を財団全体で共有し収支管理を適切に行い、課題等の早期

把握と是正の対応につなげました。公益目的支出計画を除く収支相償をめざして

取り組み、決算では正味財産増減額は増となりました。 

  

○受託業務の減少など厳しい事業環境の中で、営業推進や人材育成を進めるなど、

職員一人ひとりの生産性を高める取り組みを推進しました。２０２３年の合併以
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降、財団全体の要員数は減少していますが、シニア人材の協力を得るなど、効果

的・効率的に各組織の業務を進め、持続可能な業務実施体制を維持することに努

めました。新ＥＲＰ導入の影響でシステム改修に制約があったため組織改正は実

施できませんでしたが、２０２６年度に向けて、「人材戦略」の策定等、事業環

境の変化への対応の在り方などを検討しました。 

 

〇物件費は前年度比３％削減を目標に、見積もり合わせの励行や企画ごとの収支管

理、固定費の削減等に取り組み、目標を実現しました。 

 

〇２０２５年度から経費精算システム・ジョブカンのペーパーレス化を実現、業務

の効率化と紙資源の削減につなげました。 

 

○働き方改革と業務最適化を目的とし、勤怠管理・給与計算・要員管理等を統合し

た新ＥＲＰシステムを９月に導入しました。それにより、きめ細かい業務・勤務

管理や要員・実施体制の管理等、組織運営の基盤強化、業務の効率化とガバナン

ス向上につなげました。 

 

○新ＥＲＰの一つであるタレントマネジメントシステム（人材管理システム）の浸

透を図り、賞与査定や考課で活用しました。職員の考課・評価と共に、スキル・

ナレッジ等の専門領域に関するデータ等、さまざまな人材データを一元管理する

システムとして、多角的な観点での人材育成や、適材適所の人材配置につなげる

データベースとしての定着と有効活用に努めました。 

 

〇適正な価格転嫁については、取り組み状況について適宜フォローアップ調査を行

うとともに、対応マニュアルの周知徹底等を図り、定期的な協議の場の設定や交

渉記録の保管等、適切に対応しました。 

 

○「生成ＡＩ業務利用指針」に則り適正管理を進め、Ｃｏｐｉｌｏｔのトレーニン

グプログラムの共有等、ＮＨＫ財団内での生成ＡＩの安全で効果的な利用、スキ

ルアップを図りました。 

 

○「働き方改革推進委員会」を原則毎月１回開催し、職員一人ひとりの勤務状況を

点検し、長時間労働の抑制と休暇取得推進を図りました。財団独自の休暇取得目

標を掲げ、丁寧な働きかけを行い、全職員が目標を達成しました。 

 

○次世代育成支援対策推進法に基づき２０２５年４月に制定した「一般事業主行動
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計画」に加え、女性活躍推進法に基づく「一般事業主行動計画」を２０２５年１

２月に制定・公表しました。これらの行動計画を一体として進め、ＮＨＫ財団

「倫理・行動憲章」に定める「人権・人格の尊重」「安心して働ける職場環境の

整備」「一人ひとりが能力を発揮できる職場づくり」といった理念の実現に取り

組みました。２０２７年度内の「くるみん」認定に向け、２０２５年度の全基準

を達成しました。 

 

 

６．その他 

 

（１）評議員・評議員会 

①評議員（2026年 3月 31日現在） 

氏 名 就任年月日 現職等 

天 川 恵美子 

井 上 樹 彦 

小 形 修 一 

樺 山 紘 一 

神 田 菊 文 

髙 畑 文 雄 

田 中 良 憲 

辻 村 哲 夫 

坪 井 節 子 

根 本 拓 也 

長 尾 尚 人 

東   孝 子 

古 屋 昌 人 

三 浦   惺 

宮 内 義 彦 

本 橋 春 紀 

山 西 潤 一 

龍 崎   孝 

2024.6.26 

2026.1.25 

2025.6.30 

2025.6.30 

2024.8. 1 

2023.4. 1 

2024.8. 1 

2023.4. 1 

2025.6.30 

2025.6.30 

2023.4. 1 

2023.6.15 

2024.3.27 

2023.4. 1 

2023.4. 1 

2023.4. 1 

2023.6.15 

2023.4. 1 

ＮＨＫ国際放送局長 

ＮＨＫ会長 

ＮＨＫ広報局長 

(公財)渋沢栄一記念財団理事長、東京大学名誉教授 

ＮＨＫ放送技術研究所長 

早稲田大学名誉教授 

ＮＨＫメディア総局展開センター長 

(公財)学習情報研究センター理事長 

(社福)カリヨン子どもセンター理事、弁護士 

ＮＨＫ理事 

(一社)電子情報技術産業協会代表理事兼専務理事 

ＮＨＫ人事局長 

(独)国際交流基金理事 

ＮＴＴ(株)特別顧問 

オリックス(株)シニア・チェアマン 

(一社)日本民間放送連盟常務理事・事務局長 

(一社)日本教育情報化振興会会長、富山大学名誉教授 

流通経済大学共創社会学部教授 
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②評議員の新規就任・退任 

年月日 就任・退任 氏 名 

2025.6.30 

〃 

〃 

〃 

2026.1.24 

2026.1.25 

辞 任 

〃 

新 任 

〃 

辞 任 

新 任 

中 嶋 太 一

松 村 勝 康

小 形 修 一

根 本 拓 也

稲  葉  延  雄 

井  上  樹  彦 

 

 

③評議員会 

開催回 開催年月日 議 案 

第６回 2025.6.30 ① ２０２４年度 事業報告・収支決算 

② 評議員の選任 

③ 理事の選任 

④ 監事の選任 

第７回 

（書面による開催） 

2025.8. 1 ○ 理事の選任 

第８回 

（書面による開催） 

2026.1.25 ○ 評議員の選任 

第９回 2026.3.30 （報告のみ） 

２０２６年度 事業計画・収支予算 ほか 
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（２）理事・監事・理事会 

①理事および監事（2026年 3月 31日現在） 

役職名 氏名 就任年月日 現職等 

理事長 

常務理事 

理事 

理事(非常勤) 

理事(非常勤) 

理事(非常勤) 

理事(非常勤) 

理事(非常勤) 

理事(非常勤) 

理事(非常勤) 

理事(非常勤) 

監事(非常勤) 

監事(非常勤) 

田 中 宏 曉 

田 辺 雅 泰 

本 郷 徹 志 

五十嵐 耕 一 

大曽根 聡 子 

岡 野 直 樹 

岡 村   典 

春 原 雄 策 

竹 中 千 春 

村 田 太 一 

山 口 彭 子 

落 合   孝 

浜 村 和 則 

2024.6.26 

2025.6.30 

2025.6.30 

2025.6.30 

2024.6.26 

2025.8. 1 

2025.6.30 

2024.6.26 

2024.6.26 

2024.6.26 

2025.6.30 

2025.6.30 

2025.6.30 

 

 

 

(公財)岡崎嘉平太国際奨学財団理事長 

(公財)ＮＨＫ交響楽団 常務理事 

(一社)電波産業会専務理事・代表理事 

元東京工業大学特任教授 

ＮＨＫグループ経営戦略局長 

立教大学・早稲田大学・上智大学兼任講師 

(一社)日本ケーブルテレビ連盟専務理事 

元武蔵野市教育委員会委員長 

ＮＨＫ内部監査室監査部専任部長 

浜村公認会計士事務所所長 公認会計士 

 

②理事、監事の新規就任・退任 

年月日 役職 就任・退任 氏 名 

2025.6.30 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

2025.7. 1 

2025.8. 1 

理 事 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

監 事 

〃 

〃 

理 事 

理 事 

辞 任 

重 任 

〃 

〃 

〃 

新 任 

辞 任 

重 任 

新 任 

辞 任 

新 任 

笠 原 裕 之 

田 辺 雅 泰 

五十嵐 耕 一 

岡 村   典 

山 口 彭 子 

本 郷 徹 志 

浦 田 典 明 

浜 村 和 則 

落 合   孝 

兒 玉 俊 介 

岡 野 直 樹 
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③理事会 

開催回 開催年月日 議       案 

第１０回 
（リモートと対面による開催） 

 

2025.6.10 ① ２０２４年度 事業報告・収支決算 

② ２０２４年度 公益目的支出計画実施報告書 

③ 第６回評議員会の開催 

第１１回 
（書面による開催） 

2025.6.30 

 

① 業務執行理事の選定 

② 役付理事の選定 

第１２回 
（書面による開催） 

2025.7.16 ○ 第７回評議員会の開催 

第１３回 
（書面による開催） 2026.1. 9 ○ 第８回評議員会の開催 

第１４回 2026.3. 9 ① ２０２６年度 事業計画・収支予算 

② 中期監査計画（２０２６～２０２８年度）  

③ ２０２６年度 監査計画  

④ 第９回評議員会の開催 

 

④理事および監事に支払った報酬の額 

役員区分 
報酬の総額 
（千円） 

報酬等の種類別の総額 対象となる 
役員数（人） 定額部分 変動部分 

理   事 

（社外役員を除く） 
47,004 38,640 8,364 4 

監   事 

（社外役員を除く） 
― ― ― ― 

非常勤役員 4,357 4,357 ― 7 

（注）理事には、退任役員 1人を含む。 

・非常勤役員は、非常勤理事８人および非常勤監事２人で構成される。 

   ・非常勤理事８人のうち、ＮＨＫとＮＨＫ交響楽団以外の６人については、理事

会に出席の都度、定額の報酬を支給する。 

   ・なお、ＮＨＫの非常勤理事１人と非常勤監事１人及びＮＨＫ交響楽団の非常勤 

理事１人は無報酬とする。 

 

（３）２０２５年度末職員数 

 ３０１人 
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７． 業務の適正を確保するための体制 

 

＜内部統制の整備状況＞ 

１ 理事および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保 

するための体制 

（１）当財団の理事および職員・スタッフを対象とした行動指針「倫理・行動

憲章」を制定し、この遵守を図る。また、コンプライアンスを確保する

ため、「コンプライアンス規程」を定め、理事長をＣＣＯとして、全社的

に法令、定款、諸規程・基準、社会一般の社会規範を遵守している体制

をとる。理事および職員等のコンプライアンスの徹底を図るため、コン

プライアンスに関する「コンプライアンス通報制度規程」「通報窓口」等

を社内に効果的に周知し、適宜、法令等の遵守状況を把握する。 

（２）役員会については、「役員会運営規程」が定められ、定例で開催し、常勤

の理事は、重要業務の執行全般について総合的検討、業務の推進、別表に

掲げる事項の審議、重要業務の執行状況等についての報告を受け、必要な

検討を行う。 

（３）理事は、職務執行の法令・定款への適合を確保する。また、監事は、理

事の職務執行、事業全般に対し、公正不偏の立場で監査を行う。 

（４）毎年コンプライアンス推進強化月間を設定し、コンプライアンスに関す

るグループ討議、コンプライアンス関連の研修等を通じて啓発に努め、

全社的な法令遵守の推進を図る。 

 

２ 理事の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

（１）「役員会運営規程」により、常勤の理事によって構成される役員会の運   

営および付議事項について定め、役員会の議事については、審議事項や

報告事項の議事の概要等を記載した議事録を作成し、議案ならびに報告

に関する資料とともに保存し、常勤の理事の職務の執行に係る情報の保

存および管理に適正を期す。役員会議事録については、常勤の理事およ

び監事が随時閲覧できる体制をとる。 

（２）理事会の議事については、「理事会運営規程」により、法令に定めるとこ

ろにより書面をもって議事録を作成し、「文書(記録)の保存基準」に基づ

いて保存する。 

（３）情報セキュリティの徹底を図るため、「情報システムおよび情報ネットワ

ークのセキュリティに関する規程」と「情報システムおよび情報ネットワ

ークのセキュリティに関する実施要領」「情報セキュリティ対策基準」を

制定し、理事、職員、スタッフ、派遣労働者・業務委託者を対象に情報管
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理の徹底を図る。 

 

３ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）財団におけるリスクマネジメントの最高責任者を理事長とし、リスクの発

生防止に係る管理体制の整備・運用にあたる。 

（２）「リスクマネジメント規程」により、リスクマネジメント推進責任者にあ

たる組織長には、業務上のリスクの具体的な対処や継続的な改善を図る

ことが定められており、組織ごとに業務運営上抱えている具体的なリス

ク項目を洗い出し、改善に向けたＰＤＣＡサイクルを確実にまわしてい

くことで危機管理と予防管理についての体制を充実させる。また、研修

等を通じ、損失の危険の管理について全社的な認識の向上を図る。 

（３）財団の業務の執行に係るリスクとして、投資的なリスク、法令違反につな

がるリスク、企業機密への不正アクセス、漏洩等情報セキュリティ的リス

ク等を認識し、対応マニュアル等を整備する。また、「公共メディア」Ｎ

ＨＫのグループの一員として、公金の扱いについては特に厳正を期し、社

会的な指弾を受けることのないよう注意を払う。また、さまざまな情報漏

洩や業務における対象リスクを担保するため、「サイバー保険」「ＮＨＫグ

ループ メディア賠償責任保険」等情報漏洩賠償責任保険の補償内容の充

実を図る。 

 

４ 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）「分掌事項」ならびに「職制」を定め、理事および各部門の所管と権限を

明確にし、経営に関する意思決定および職務執行を効率的かつ適正に   

行う。 

（２）「役員会運営規程」により、重要な業務については、役員会で執行全般に

ついて総合的検討、審議、執行状況等についての報告を行うほか、「理事

会運営規程」により理事会が決議すべき事項を定めており、重要な意思

決定については、慎重に対応する仕組みを設けている。 

（３）計画的かつ効果的に事業を運営するため、年度事業計画を策定し、組織

ごとに計画値を設定し、これらに基づいた業務管理を行う。 

 

５ 当財団ならびにＮＨＫグループにおける業務の適正を確保する体制 

（１）総務省「日本放送協会の子会社等の事業運営の在り方に関するガイドラ

イン」は、ＮＨＫの子会社等の事業運営の効率性、適正性、透明性を確

保することを目的に制定されており、ＮＨＫの子会社等である当財団も

該当している。 
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（２）ＮＨＫは、子会社等の事業が適切に行われることを目的として、「関連団

体運営基準」を制定し、子会社等の事業運営およびこれに対するＮＨＫ

の指導・監督等に関する基本的事項を定めており、当財団も該当してい

る。 

（３）ＮＨＫは、「関連団体運営基準」に関する事項およびＮＨＫが指定する事

項について、監査法人等に委嘱して関連団体の業務状況に関する調査を

実施し、監査法人等の報告に基づき、関連団体に対し必要な指導・監督

を行っており、当財団も該当している。 

（４）ＮＨＫの監査委員が当財団に対し事業の報告を求め、または業務及び財

産の状況を調査する場合は、当財団は適切な対応を行う。 

（５）ＮＨＫの「リスクマネジメント規程」に基づき、リスクの発生防止に係

る管理体制を整備し、ＮＨＫおよびＮＨＫグループの業務の円滑な運営

の確保を図る。 

（６）「ＮＨＫグループコンプライアンスおよびリスクマネジメント規程」およ

び財団の「コンプライアンス通報制度規程」に基づき、法令違反・内部

規定違反等の不正行為についての通報制度を整備するとともに、ＮＨＫ

グループに係るリスクについては、リスクマネジメント責任者は直ちに

ＮＨＫのリスクマネジメント室に対して通報の内容等を報告する。 

 

６ 監事がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する体制、当該使用人の理事から独立性に関する事項、当

該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項および監事の職務の

執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行

について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

（１）監事からの求めがあった場合には、監事の職務を補助する使用人として   

当財団の職員から監事補助者を任命する。監事補助者の任命、解任、人

事異動、人事評価等については、監事の同意を得たうえで決定する。 

（２）監事補助者は、当財団の業務を兼務することができるが、監事より監査   

業務に必要な命令を受けた場合は、その命令に関して、理事の指揮命令

を受けないものとする。 

（３）監事が職務を執行するうえで、当財団に対し、必要な費用の前払い等の

請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監事の職務に必

要がないと証明した場合を除き、速やかに当該費用又は債務を支払う。 

 

 ７ 理事および使用人が監事に報告するための体制その他の監事への報告に 

関する体制および監事の監査が実効的に行われることを確保するための
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体制 

（１）理事または使用人は、法令・定款違反の事項に加え、当財団およびＮＨ

Ｋグループに重大な影響を及ぼす事項の内容を、監事にその都度報告す

る。 

（２）監事は、いつでも必要に応じて、理事および使用人に対して報告を求め

ることができる。 

（３）当財団は、監事に報告をした者に対して、その報告を行ったことを理由

として不利益な扱いを行うことを禁止し、これを周知徹底する。 

 

＜内部統制の運用状況概要＞ 

業務の適正を確保するための体制の運用状況概況 

○コンプライアンス 

・理事長を委員長とするリスクマネジメント委員会を年８回開催し、コンプラ

イアンスの徹底を図るとともに、コンプライアンス関連事案への適切な対応

を行い、財団全体としての情報共有を図った。 

・常勤役員による役員会を原則週１回開催し、コンプライアンス関連事項を含

む必要な検討を行い、改善を進めた。 

・コンプライアンス意識向上のため、１０・１１月を「コンプライアンス推進

強化月間」に設定し、職員・スタッフ全員による「倫理・行動憲章」の確認

をはじめ、ＷＥＢ講習、情報セキュリティをテーマにした勉強会等を集中的

に実施して全役職員のコンプライアンス意識の浸透・徹底・向上を図った。 

・当財団の内部監査室による内部監査を、理事会（２０２５年３月７日）で決

議された内部監査規程、内部監査実施要領および２０２５年度監査計画に基

づき、財団統合に伴う組織や業務の変更・刷新等によりリスクマネジメント、

コントロールおよびガバナンスの各プロセスが効率的かつ効果的に設計・運

用されているかを重点に、６つの部署を対象に実施した。 

・内部監査の結果については理事長に報告するとともに役員会で報告し、各組

織に共通する課題については財団全体として共有を図った。内部監査の指摘

事項のうち、多くの部署に共通してリスクになりうる事項を一覧「職場リス

クの自主点検のために２０２５」にまとめ、すべての組織で自主的な点検と

改善に活用した。 

・「情報セキュリティ」や「個人情報保護」等、業務プロセス上のリスクを抽出

し、「関連団体リスクマネジメント実施計画」にまとめたうえで対応後のリス

ク評価を行い、ＮＨＫに報告した。 
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○情報の管理・保存 

・意思決定過程を適正に検証できるように理事会、評議員会等の議事録を速や

かに作成し、適切に保管している。 

・役員会の議事については、審議事項や報告事項の議事の概要等を記載した議

事録を作成し、資料とともに常勤の理事の執行に係る情報を適正に保存、管

理している。 

・ＮＨＫグループとして行われた「個人情報総点検」の結果を踏まえ、必要な

対応を完了したほか、「共有フォルダからＢｏｘへの移行」等の改善対応を実

施した。 

 

○リスクマネジメント 

・理事長を委員長とするリスクマネジメント委員会を年８回開催し、ＮＨＫグ

ループを含む新たなリスク事案の共有、関連団体に共通のリスク課題や当財

団の事業推進に必要なリスク関連事案への適切な対応を行い、財団全体とし

ての情報共有を図った。 

・「リスクチャート図」「リスクコントロールマトリクス」などを踏まえ「統制

活動一覧表」を全組織で新たに作成し、業務プロセスに潜む「リスクの見え

る化」とその統制活動や責任の明確化を行った。１０月にリスクや統制活動

の再点検を実施し、リスクマネジメント委員会での報告・評価により改善に

向けたＰＤＣＡサイクルを回し、適正なリスク管理の強化を図った。 

 

○効率的な職務遂行 

・常勤理事および各組織の長の分掌事項と権限を定めて業務を遂行しており、

原則週１回開催の役員会において随時報告を行ったほか、個別業務の提案を

はじめ重要な案件について多角的な議論を行い、決定し実行した。 

 

○グループガバナンス 

・当財団の経営は、ＮＨＫ「関連団体運営基準」を遵守して行われており、関

連団体業務を所管するＮＨＫグループ経営戦略局と緊密な連携を取っている。 

・ＮＨＫ「関連団体運営基準」に基づく監査法人による業務運営状況調査の結

果、検出事項・気づき事項はともになかった。 

 

○監事監査 

・監事は原則毎回役員会に出席するほか、理事長をはじめ常勤役員と必要に応

じて意見交換を行っており、当財団の経営の重要事項に関して情報を共有し

ている。監事は、監査法人および当財団の内部監査室等の関係者との密接な
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連携により、実効的な監査を行った。 

 

＜内部統制の評価＞ 

・全社的な内部統制について、「統制環境」「リスクの評価と対応」「統制活動」 

 「情報と伝達」「モニタリング」「ＩＴへの対応」という６つの観点から整備 

 状況および運用状況の有効性を確認し、いずれも適切であると評価した。 

・内部監査において、業務上重要なリスクを抽出したうえで、内部統制が効率 

 的、効果的かつ適切に運用されているか確認した結果、２０２６年３月３１ 

 日時点における当財団の内部統制は、有効であると判断した。 

 

 

 

附属明細書 

 

 「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条第３項に規

定する事業報告の内容を補足する重要な事項が存在しないため、附属明細書は作

成しません。 

 


